
経  過  的  長  期  経  理

（１） 事業の概要

経過的長期経理では、被用者年金制度の一元化等を図るための厚生年金保険法等の一部を改正する

法律附則第 49 条の 2 に規定する国の組合の経過的長期給付及びこれに準ずる給付並びに同法附則第

50条第1項の規定に基づく拠出金の拠出及び同法附則第76条第1項の規定に基づく拠出金の受入れ

に関する取引を経理する。 

（２）経理の概況

イ  経常損益

経常収益の総額は29,732百万円となっている。 

このうち「負担金収入」は19,809百万円となっている。 

「基礎年金交付金収入」は34百万円となっている。 

「その他の収入」は 9,890 百万円となっている。なお、｢その他の収入｣の大半は「受取利息」等の

運用収入（9,735百万円）である。 

一方、経常費用の総額は81,572百万円となっている。 

このうち「給付金」は80,818百万円となっている。 

「業務経理へ繰入」は350百万円となっている。 

「その他の経費」は403百万円となっている。 

この結果、経常損益は△51,839百万円となった。 

ロ  特別損益

特別利益は「固定資産売却益」14,854百万円等により29,799百万円となっている。 
一方、特別損失は8,379百万円となっていることから、特別損益は21,420百万円となった。 

ハ  当期損益

以上の結果、当期損益は△30,419 百万円となり、この損失金は経過的長期給付積立金から取り崩す

ことになった。

なお、運用収入に「固定資産売却益」等を加え、運用に係る費用を控除した正味運用収入額は24,194
百万円となり、本年度の運用利回りは3.71％となった。 



（３）資産の内訳 
 

イ 「資産合計」は664,256百万円となっている。 
また、経過的長期給付積立金は657,177百万円となっている。 

 
ロ  ｢預託金」は325,444百万円となっている。 

 
ハ 「投資不動産及び不動産の取得を目的とする貸付金」は155,114百万円となっている。 
  このうち｢特借宿舎｣に対する投資は 112,281 百万円となり、直営病院や宿泊所等の福祉事業に対す

る「不動産の取得を目的とする貸付金」は34,464百万円となっている。 

 
ニ  単位共済組合に対する｢組合貸付金｣は53,293百万円となっている。 

 
 

（参 考） 

区  分 26年度末 27年度末 増△減 増△減率 

年 金 受 給 権 者 数  1,280千人   

一 人 当 た り 年 金 額  139千円   
 



科 　　　　  目 26年度決算額 27年度決算額 増 △ 減 額 増△減率

経   常   収   益

    負   担   金   収   入      19,808,599

事 業 主 負 担 金 9,493,564

公 経 済 負 担 金 309,900

追 加 費 用 10,005,136

33,626

9,889,859

29,732,083

80,818,468

350,123

そ  の  他  の  経  費 402,955

81,571,546

51,839,462△      

14,944,593

14,854,465

29,799,059

特   別   損   失

8,378,587

8,378,587

21,420,472

△ 30,418,991

経 過 的 長 期 経 理 主 要 科 目 損 益 比 較 表

(単位：千円、％）

    基礎年金交付金収入

    そ  の  他  の  収  入

計

経   常   費   用

    給         付         金

当     期     損     益

    固 定 資 産 売 却 益

計

    前 期 損 益 修 正 損

計

特   別   損   益

業 務 経 理 へ 繰 入     

計

経   常   損   益

特   別   利   益

    前 期 損 益 修 正 益



金      額 割 合 金      額 割 合 増△減率

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

455,848,802 68.6

130,404,500 19.6

325,444,302 49.0

預 託 金 325,444,302 49.0

155,113,646 23.4

120,649,565 18.2

特 借 宿 舎 112,280,594 16.9

旧 令 病 院 等 8,368,971 1.3

34,464,080 5.2

53,293,257 8.0

664,255,705 100.0

増△減率

千円 千円 千円 ％

年 間 平 均 資 産

651,837,114 3.71 ％

経 過 的 長 期 経 理 資 産 構 成 割 合

（年度末現在）

区 分
26 年 度 決 算 27 年 度 決 算 増　　 △　減 

金      額

短 期 性 ・ 長 期 性 預 金
及 び 有 価 証 券 等

短 期 性 預 金 等

長 期 性 預 金 有 価 証 券 等

投 資 不 動 産 及 び 不 動 産 の
取 得 を 目 的 と す る 貸 付 金

投 資 不 動 産

不 動 産 の 取 得 を
目 的 と す る 貸 付 金

組 合 貸 付 金

                              年度別運用利回り

資 産 合 計

（参  考）

区             分 26 年 度 決 算 27 年 度 決 算 増 △ 減 額

経 過 的 長 期 給 付 積 立 金 657,176,512

27 24,194,317

（単位：千円）

年度 正 味 運 用 収 入 額 運 用 利 回 り



区  分 

共済組合 一 般 貸 付 特 別 住 宅 計 一 般 貸 付 特 別 住 宅 計

衆 議 院 110,300 0 110,300 60,300 0 60,300

参 議 院 233,346 0 233,346 212,511 0 212,511

内 閣 1,825,211 12,400 1,837,611 1,494,000 12,400 1,506,400

総 務 省 1,280,000 0 1,280,000 1,000,000 0 1,000,000

法 務 省 5,370,302 0 5,370,302 4,123,302 0 4,123,302

外 務 省 913,100 0 913,100 731,860 0 731,860

財 務 省 6,391,832 70,300 6,462,132 1,375,142 38,700 1,413,842

文 部 科 学 省 13,529,492 208,600 13,738,092 10,487,350 150,650 10,638,000

厚 生 労 働 省 8,596,070 0 8,596,070 7,225,619 0 7,225,619

農 林 水 産 省 5,652,575 0 5,652,575 4,652,575 0 4,652,575

経 済 産 業 省 1,731,132 10,000 1,741,132 1,281,556 10,000 1,291,556

国 土 交 通 省 6,677,277 48,700 6,725,977 0 0 0

防 衛 省 18,626,559 110,170 18,736,729 9,477,844 83,670 9,561,514

裁 判 所 3,681,908 25,300 3,707,208 2,957,421 7,000 2,964,421

会 計 検 査 院 10,000 0 10,000 0 0 0

刑 務 4,600,000 0 4,600,000 0 0 0

厚 生 労 働 省 第 二 4,762,000 0 4,762,000 1,614,000 0 1,614,000

日 本 郵 政 38,956,952 85,000 39,041,952 29,032,952 0 29,032,952

連 合 会 職 員 290,000 0 290,000 80,000 0 80,000

合 計 (A) 123,238,057 570,470 123,808,527 75,806,433 302,420 76,108,853

注）１．　特別住宅貸付は特別住宅貸付（大都市加算分）も含む。
　　２．「平成26年度決算額」は、平成26年度の長期経理の決算額を記載している。

（参考）貸付債権の流動化・証券化

21,797,253

32,800,000

65,106,106

(注） 1.組合貸付金のうち貸付経理に対する貸付金全額（77,335,635千円）について証券化を目的に信託会社へ

         信託している。
　　　２．「平成26年度決算額」は、平成26年度の長期経理の決算額を記載している。

　　　４.「長期経理資産構成割合」における組合貸付金の金額については、平成２７年度より退職等年金経理及び

　　　　経過的長期経理の合計額を記載している。

（参考）貸付金経理別内訳

単位組合

医療経理

宿泊経理

組 合 別 貸 付 金 額

（単位：千円）

平成26年度決算額 平成27年度決算額

区分 平成26年度決算額 平成27年度決算額

　　３．退職等年金経理及び経過的長期経理は、国家公務員共済組合法施行令第9条の3第4項
　　　　（平成27年経過措置政令第145条において準用する場合を含む。）の規定による合同運用を実施しているため、
　　　　合計額を計上している。

未収信託元本額  (B) 27,337,030

貸付金(A)のうち証券化を実施している金額(C) 54,800,000

「長期経理資産構成割合」における
　　　　　　　組合貸付金の金額(A)+(B)-(C)

96,345,557

　　　３．退職等年金経理及び経過的長期経理は、国家公務員共済組合法施行令第9条の3第4項
　　　（平成27年経過措置政令第145条において準用する場合を含む。）の規定による合同運用を実施しているため、
　　　　合計額を計上している。

退職等年金経理 経過的長期経理 計

11,938,899 53,910,807 65,849,706

4,611,312 22,591,832 27,203,144

2,319,818 11,254,699 13,574,517



経　過　的　長  期  経  理

貸  借  対  照  表
平成28年 3月31日現在

            借        方 金    額             貸        方 金    額

円 円 円 円

流 動 資 産 130,404,499,849 流 動 負 債 7,079,192,827

122,689,964,590 107,918,174

268,248 4,470,087,832

29,000,000 658,319

1,565,798,338 2,500,528,502

6,119,468,673

固 定 資 産 533,851,205,065 7,079,192,827

(533,851,205,065)

325,444,302,000 剰   余   金 657,176,512,087

120,649,565,260 (657,176,512,087)

87,757,337,805 657,176,512,087

657,176,512,087

664,255,704,914 664,255,704,914

現 金 ・ 預 金 未 払 消 費 税

未 収 収 益

未 払 金

未 収 金

未 払 費 用

立 替 金

仮 払 金

純 資 産 合 計

預 り 金

負 債 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産

長 期 性 預 金

投 資 不 動 産 経過的長期給付積立金

長 期 貸 付 金 経過的長期給付積立金

資 産 合 計 負 債 ・ 純 資 産 合 計



経　過　的　長  期  経  理

損  益  計  算  書
自  平成27年10月 1日
至  平成28年 3月31日

            損        失 金    額             利        益 金    額

円 円 円 円

経 常 費 用 81,571,545,919 経 常 収 益 29,732,083,496

(81,221,423,296) (19,996,962,672)

66,245,922,275 19,808,599,091

1,374,807,578 33,625,631

13,125,922,800 149,709,470

11,963,401 5,028,480

55,825,005 (9,735,120,824)

3,161,272 3,393,100,680

838,564 949,952,622

26,918 5,392,067,522

140,385

359,330,501

2,657,774 特 別 利 益 29,799,058,890

40,826,823 14,944,593,423

(350,122,623) 14,854,465,467

350,122,623

当 期 損 失 金 30,418,990,613

8,378,587,080

8,378,587,080

89,950,132,999 89,950,132,999

事 業 費 用 事 業 収 益

退 職 給 付 負 担 金 収 入

障 害 給 付

遺 族 給 付

基礎年金交付金収入

公 務 災 害 給 付

退職一時金等返還金収入

通 算 退 職 年 金

雑 収 入

返 還 一 時 金

運 用 収 入

負 担 金

脱 退 一 時 金

受 取 利 息

死 亡 一 時 金

信 託 の 運 用 益

賃 貸 料

繰 入 金

消 費 税

前 期 損 益 修 正 益

固 定 資 産 売 却 益

未 収 給 付 金 償 却 額

雑 費

〈注）当期損失金30,418,990,613円は、被用者年金制度の一元化等を図るための厚生年金保険法等の一部を改正する法律の施行及び国家公務員の退職給付の給
付水準の見直し等のための国家公務員退職手当法等の一部を改正する法律の一部の施行に伴う国家公務員共済組合法による長期給付等に関する経過措置に
関する政令（平成２７年政令第３４５号、以下「平成27年経過措置政令」という。」）第１４３条において準用する国家公務員共済組合法施行令（昭和３３年政令第２０７
号）第９条第４項の規定により積立金を減額して整理する。

合 計

業 務 経 理 へ 繰 入

特 別 損 失

前 期 損 益 修 正 損

合 計



重 要 な 会 計 方 針 等 

 

 

１．その他の財務諸表作成のための重要な事項 

（１） 消費税の会計処理方法 

税込方式によっている。 

（２） 組合貸付金の流動化・証券化 

組合の貸付経理に対する貸付金については、流動化・証券化を目的としてマスタート

ラスト方式により全額を信託会社へ信託している。当期末における信託元本残高は

77,335,634,982 円であり、うち特定目的会社へ譲渡した受益権は 32,800,000,000 円であ

る。また、信用補完を目的とした劣後受益権の金額は 20,161,102,387 円であり、全額国

家公務員共済組合連合会（以下「連合会」という。）が保有している。連合会が保有する

受益権については、貸借対照表上「長期貸付金」に計上している。 

なお、長期貸付金（証券化したものを含む。）のうち延滞債権額（弁済期限を       

6 ヶ月以上経過して延滞となっている貸付の元金残高額）はない。 

（３） 特定社債の購入 

上記（2）の特定目的会社が発行した劣後特定社債 2,800 百万円を自家運用の包括

信託において保有している。 

（４） 合同運用 

上記（2）及び（3）は、経過的長期経理と退職等年金経理で合同運用を行っている。 

 



１．子会社及び関連会社の株式の明細
該当なし

２．出資先団体等に対する出資の明細
該当なし

３．子会社及び関連会社に対する債権及び債務の明細
該当なし

４．関連公益法人等の基本財産に対する拠出金等の明細
該当なし

５．国庫補助金等の明細

貸借対照表 損益計算書

円

33,625,631 －
経常収益
  基礎年金交付金収入

６．役員及び連合会に使用される者の給与費の明細
該当なし

７．その他主な資産、負債の明細

          国  庫  補  助  金  等  明  細  表

国庫補助金等の名称
支 出 元 の
会 計 区 分

金    額
国庫補助金等との関連科目

摘   要

国家公務員共済組合連合会等交付金
年金特別会計

（基礎年金勘定）



種 類 区 分 　摘      要

預 金 普 通 預 金

定 期 預 金

長 期 性 預 金 預 託 金

預 金 明 細 表

取 引 金 融 機 関 名 金 額

円

み ずほ 銀 行 虎 ノ 門 支店 ほか ３行 23,689,964,590

三 井 住 友 信 託 銀 行 ほ か ４ 行 99,000,000,000

計 122,689,964,590

財 政 融 資 資 金 325,444,302,000

計 325,444,302,000

合       計 448,134,266,590



前 期 繰 越 高 当 期 増 加 額 当 期 減 少 額 期 末 残 高 摘 要

円 円 円 円

71,335,197,832 15,481,055,523 32,905,446,469 53,910,806,886

27,203,144,235 0 4,611,312,135 22,591,832,100

14,151,516,853 8,795,481 2,905,613,515 11,254,698,819

1,362,338,800 0 1,362,338,800 0

114,052,197,720 15,489,851,004 41,784,710,919 87,757,337,805

（参考１）退職等年金経理及び経過的長期経理の合同運用による組合別内訳

貸付区分 貸 付 先 前 期 繰 越 高 当 期 増 加 額 当 期 減 少 額 期 末 残 高 摘 要
円 円 円 円

長 期 医 療 経 理 27,203,144,235 0 0 27,203,144,235

宿 泊 経 理 14,151,516,853 0 577,000,000 13,574,516,853

小 計 41,354,661,088 0 577,000,000 40,777,661,088

衆 議 院 89,300,000 0 29,000,000 60,300,000

参 議 院 211,883,281 15,846,000 15,218,092 212,511,189

内 閣 1,616,400,000 157,000,000 267,000,000 1,506,400,000

総 務 省 1,280,000,000 0 280,000,000 1,000,000,000

法 務 省 3,894,302,000 509,000,000 280,000,000 4,123,302,000

外 務 省 822,154,000 63,800,000 154,094,000 731,860,000

財 務 省 3,141,066,770 0 1,727,225,000 1,413,841,770

文 部 科 学 省 12,392,341,836 0 1,010,741,836 11,381,600,000

厚 生 労 働 省 7,556,000,000 0 330,381,000 7,225,619,000

農 林 水 産 省 5,652,575,241 0 1,000,000,000 4,652,575,241

経 済 産 業 省 1,455,006,085 0 163,450,000 1,291,556,085

防 衛 省 14,242,114,000 0 4,680,600,000 9,561,514,000

裁 判 所 3,256,006,451 0 291,585,000 2,964,421,451

厚 生 労 働 省 第 二 1,952,000,000 0 338,000,000 1,614,000,000

日 本 郵 政 32,388,951,933 0 3,356,000,000 29,032,951,933

連 合 会 職 員 150,000,000 0 70,000,000 80,000,000

小 計 90,100,101,597 745,646,000 13,993,294,928 76,852,452,669

退 職 等 年 金 給 付
準 備 業 務 経 理 1,362,338,800 0 1,362,338,800 0

小 計 1,362,338,800 0 1,362,338,800 0

132,817,101,485 745,646,000 15,932,633,728 117,630,113,757

（参考２）貸付債権の流動化・証券化

(注）１．「前期繰越額」は長期経理の帰属における相当分を記載している。
　　　２． 組合への貸付金のうち貸付経理に対する貸付金全額（77,335,634,982円）について証券化を目的に信託会社へ信託している。

国家公務員共済組合法施行令第９条の３第４項（平成２７年経過措置政令第１４５条において準用する場合を含む。）の
規定による合同運用を実施しているため、この経理及び退職等年金経理の合計額を計上している。

未収信託元本額  (B) 21,797,253,295

組合への貸付金小計のうち証券化を実施している金額  (C) 32,800,000,000

長期貸付金の金額  (A)+(B)-(C) 106,627,367,052

宿 泊 経 理

退職等年金給付準備業務経理

合 計
（注）1.「前期繰越額」は長期経理の帰属における相当分を記載している。

　　　2.「当期増加額」及び「当期減少額」には、貸付債権の流動化・証券化及び合同運用のための増減額を含む。

合計(A)

貸　　付　　金　　明　　細　　表

【経過的長期経理】

貸 付 先

単 位 組 合

医 療 経 理



種　　　　別 金　　　　額 氏　　　　名 摘　　　　　　要

円

負 担 金 収 入 3,864,039,850 防 衛 省 共 済 組 合 ほ か

給 付 金 187,123,970 年 金 受 給 者 ほ か

仮 受 金 精 算 576,192,250 退職等年金経理、業務経理

振 替 16,124 厚 生 年 金 保 険 経 理

負 担 金 等 精 算 1,405,137,647
厚 生 年 金 保 険 経 理
退 職 等 年 金 経 理

投 資 不 動 産 8,173,812 日 本 郵 便 （ 株 ） ほ か 下期賃貸料他

業務経理へ繰入ほか 67,112,420 業 務 経 理 繰入金戻入額等

年 金 よ り 回 送 185,093 年 金 精 算

年 金 よ り 回 送 11,487,507 資 金 回 送 分

合　　　　計 6,119,468,673

種　　　　別 金　　　　額 氏　　　　名 摘　　　　　　要

円

預 金 利 息 24,254 三 菱 UFJ 信 託 銀 行 ほ か

貸 付 金 利 息 15,955,932 文 部 科 学 省 ほ か

譲 渡 性 預 金 利 息 14,394,871 三 井 住 友 信 託 銀 行 ほ か

預 託 金 利 息 1,530,684,212 財 政 融 資 資 金

投 資 不 動 産 4,739,069 旧 令 共 済 病 院 賃貸料

合　　　　計 1,565,798,338

種　　　　別 金　　　　額 氏　　　　名 摘　　　　　　要

円

公 租 公 課 268,248 九 段 坂 病 院

種　　　　別 金　　　　額 氏　　　　名 摘　　　　　　要

円

給 付 資 金 29,000,000 厚 生 年 金 保 険 経 理

未 収 金 明 細 表

未 収 収 益 明 細 表

立　替　金 明 細 表

仮　払　金 明 細 表



種　　　　別 金　　　　額 氏　　　　名 摘　　　　　　要

円

負 担 金 収 入 954,548,631 経済産業省共済組合ほか

給 付 金 69,400,158 年 金 受 給 者

年 金 給 付 額 振 替 2,923,614,851 厚 生 年 金 保 険 経 理

雑 費 4,993,749 医 療 経 理 ほ か

利 息 相 当 ・ 賃 貸 料 517,530,443 退 職 等 年 金 経 理

合　　　　計 4,470,087,832

種　　　　別 金　　　　額 氏　　　　名 摘　　　　　　要

円

給 付 金 9,577,229 年 金 受 給 者

投 資 不 動 産 276,620 近 畿 中 部 防 衛 局 火災保険金

公 租 公 課 等 38,768,884 日 本 郵 便 ㈱ ほ か

所 得 税 ほ か 245,156 年 金 受 給 者 ほ か

労 働 保 険 料 9,566 賃 金 職 員 ほ か 雇用保険料

入 札 保 証 金 2,451,505,000 入 札 申 込 者

過 誤 納 金 ほ か 145,997 日 本 郵 便 ㈱ ほ か

返 還 分 50 入 札 申 込 者

合　　　　計 2,500,528,502

種　　　　別 金　　　　額 氏　　　　名 摘　　　　　　要

円

雑 費 635,204 賃金職員ほか 賃金ほか

雑 費 23,115 東 京 労 働 局 労働保険料

合　　　　計 658,319

未 払 金 明 細 表

預 り 金 明 細 表

未 払 費 用 明 細 表



【経過的長期経理】
当期減 当期償還額 期末現在額 摘要

円 　 円 円 円 円
2,036,409,291 0 37,692,272,473

102,327,859 6,576,278,870 0 △ 6,473,951,011

102,327,859 8,612,688,161 0 31,218,321,462

1,421,925,000 1,697,492,065 107,700,188,151

250,883,454 18,519,827,807 0 △ 18,268,944,353

1,672,808,454 19,941,752,807 1,697,492,065 89,431,243,798

28,554,440,968 1,697,492,065 120,649,565,260

（参考１）退職等年金経理及び経過的長期経理の合同運用を含む内訳

区分 施設名 種目 数量 当期減 当期償還額 期末現在額 摘要

㎡ 円 　 円 円 円 円

　投
新座宿舎

土　地 28,474.51 0 0 159,256,052

　資
　ほか1件

本物

部件
練馬宿舎

建　物 2,050.59 0 1,712,835 97,925,058

関
　ほか1件

係

　
計 30,525.10 0 1,712,835 257,181,110

     

　投
横須賀

建　物 98,071.57 0 656,231,500 6,303,099,000

旧資
　ほか４件

令物
     

共件 横浜南
建設仮勘定 1,421,925,000 0 3,778,366,500

済

病

院

合計Ａ 128,596.67 1,421,925,000 657,944,335 10,338,646,610

B RC W

件 件 件 　 円 円 円 円 円
土　　　地

日本郵便㈱
673 0 2,036,409,291 0 37,533,016,421

戸 戸 戸
建　　　物

林野庁 0 13576 45 0 0 1,039,547,730 97,782,247,593

0 2,036,409,291 1,039,547,730 135,315,264,014

  総 計  (A+B） 1,683,375,000 3,458,334,291 1,697,492,065 145,653,910,624

当期増

109,397,680,216 1,421,925,000

期首現在額

  投 資 不 動 産 明 細 表

区 分 期首現在額 当期増

土地（経過・退職/合同合算分） 39,728,681,764 0

建物（経過・退職/合同合算分）

合 計

土地（経過・合同運用仮勘定）
土 地

建 物
建物（経過・合同運用仮勘定）

149,126,361,980 1,775,136,313

0

0

39,728,681,764

109,397,680,216

98,821,795,323
   ほか１省

1,421,925,000 656,231,500計 98,071.57 10,081,465,500

10,735,140,945 1,683,375,000

10,476,247,000 1,683,375,000

当期償還額 期末現在額 摘要
特借宿舎

   ほか２社 39,569,425,712

区    分 構 造 ・ 数 量
期首現在額 当期増 当期減

149,126,361,980

退職等年金経理及び経過的長期経理は、国家公務員共済組合法施行令第9条の3第4項（平成27年経過措置政令第145条において準用する
場合を含む。）の規定による合同運用を実施しているため、合計額を計上している。

合　計 Ｂ 138,391,221,035

4,938,841,500 261,450,000

99,637,893 0

258,893,945 0

5,537,405,500 1,421,925,000

159,256,052 0



増　加　額 減　少　額

円 円 円 円

経過的長期
給付積立金

687,595,502,700 0 30,418,990,613 657,176,512,087

（注）前期繰越額は、平成27年10月1日に長期経理より経過的長期経理へ帰属した金額を記載。

0 円

△ 30,418,990,613 円

30,418,990,613 円

30,418,990,613 円

0 円

　　　　国家公務員共済組合法施行規則の一部を改正する省令（平成２７年財務省令第１８号）附則第３条第２項による計算。

0 円

当 期 損 失 金（△） △ 139,116,433,814 円

139,116,433,814 円

139,116,433,814 円

0 円

            積      立     金

１．積 　 立　  金

２.旧長期経理分

３．当 期 処 分 額

　　　　　　　　　　長期給付積立金取り崩し

            積      立     金

利 益 剰 余 金 計 算 書

自平成２７年　１０月　１日　　　　至平成２８年　３月３１日

１．積 　 立　  金

２．当 期 損 失 金

３．当 期 処 分 額

経過的長期給付積立金取り崩し

　　　　　　　    　   　　　       　　積 立 金 明 細 表

区　　　分 前期繰越額
当　　　　　　期

貸借対照表計上額 摘　　　要
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